
繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金交付要綱
（通則）

第１条　繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金（以下「補助金」という。）の交付については、この要綱で定めるところによる。

（目的）

第２条　この補助金は、株式会社繊維リソースいしかわ及び公益財団法人ふくい産業支援センター（以下「リソース及び支援センター」という。）が、繊維産業を営む者のうち、石川県又は福井県内に主たる事業所を有する中小企業者が県域を越えた連携の下で行う新素材開発から販路開拓に至るまでの様々な段階における取り組みを支援することで産地の自立化を加速させることを目的とする。

（定義）

第３条　この要綱において、「繊維産業」とは、統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業分類中分類に定める「繊維工業」および「繊維・衣服等卸売業」をいう。但し、「繊維・衣服等卸売業」については、製品の企画・開発に主体的に関わる者とする。

２　この要綱において、「中小企業者」とは、中小企業基本法第２条第１項及び２項（昭和３８年法律第１５４号）に規定する会社及び個人をいう。但し、次のいずれかに該当する者（以下、

「みなし大企業」という。）を除く。
（１）発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企業者。
（２）発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業
　　者。
（３）大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中小企
業者。
　 なお、上記にあたっては、みなし大企業も大企業として扱う。
（補助金の内容）

第４条　補助金の補助対象者、補助対象経費、補助率、補助限度額及び補助期間は、別表１に掲げるとおりとする。

２　国又は県等の公的機関から他の補助金を受けている場合は、補助金の交付対象としないものとする。ただし、株式会社繊維リソースいしかわ代表取締役社長及び公益財団ふくい産業支援センター理事長（以下「社長及び理事長」という。）が特に必要と認める場合はこの限りでない。

（計画申請）

第５条　補助金の交付を受けようとするの者は、事業計画書（別記様式第１号）に必要書類を添え、社長及び理事長に対し、別に定める期日までに提出しなければならない。
 (審査結果の通知)

第６条　社長及び理事長は、計画書の提出があったときは、その内容が補助金の交付の目的に適合するかどうかを審査し、審査結果を提出者に通知するものとする。

（補助金の交付申請）

第７条　前条の規定により採択の通知を受けた者は、交付申請書（別記様式第２号）に必要書類を添え、社長及び理事長に対し、別に定める期日までに提出しなければならない。

（補助金の交付決定）

第８条　社長及び理事長は、補助金の交付申請があったときは、当該申請に係る書類等の審査及び必要に応じて行うヒアリングもしくは現地調査等により、補助金を交付すべきものと認めたときは、交付決定をするものとする。

２　社長及び理事長は、前項の場合において必要があるときは、補助金の交付申請に係る事項に修正を加えて補助金の交付決定をすることができる。
（補助金の交付の条件）

第９条　社長及び理事長は、補助金の交付決定をする場合において、補助金の交付の目的を達成するため、次の各号に掲げる事項につき条件を附するものとする。

（１） 補助事業の内容の変更（事業期間の変更および事業費の20％以内の変更を除く。）又は補助事業に要する経費の変更（経費区分間の再配分においていずれか低い額の20％以内の変更を除く。）をする場合においては、社長及び理事長の承認を受けるべきこと。
（２） 補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、社長及び理事長の承認を受けるべきこと。
（３） 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、すみやかに社長及び理事長に報告してその指示を受けるべきこと。
（４） その他社長及び理事長が必要と認める事項

２　第１項第１号又は第２号に規定する社長及び理事長の承認を受けようとする者は、承認申請書（別記様式第３号）を提出しなければならない。

（決定の通知）

第10条　社長及び理事長は、補助金の交付決定をしたときは、交付決定通知書（別記様式第４号）により、すみやかにその決定の内容及びこれに附した条件を補助金の交付申請をした者に通知するものとする。

（申請の取下げ）

第11条　補助金の交付申請をした者は、前条の規定による通知を受領した場合において、当該通知に係る補助金の交付決定の内容又はこれに附された条件に不服があるときは、当該通知を受けた日の翌日から起算して15日以内に、申請の取下げをすることができる。

２　前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付決定は、なかったものとみなす。

（事業の遂行）

第12条　補助事業を行う者（以下「補助事業者」という。）は、補助金の交付決定の内容及びこれに附した条件に従い、善良な管理者の注意をもって補助事業を行わなければならず、補助金を他の用途へ使用してはならない。

（遂行状況の報告）

第13条　社長及び理事長は、必要があると認める場合は、補助事業者から補助事業の遂行の状況に関し報告させることができる。
（実績報告）

第14条　補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）は、事業完了後１月以内または3月31日のいずれか早い日までに補助事業の成果を記載した実績報告書（別記様式第５号）に必要書類を添えて社長及び理事長に報告しなければならない。
（額の確定）

第15条　社長及び理事長は、補助事業の完了又は廃止に係る補助事業の成果の報告を受けた場合においては、報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに附した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定する。

２　社長及び理事長は、補助金の額を確定したときは、確定通知書（別記様式第６号）により、すみやかにその額を補助事業者に通知する。

（補助金の支払い）

第16条　補助金の支払いは、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後にこれを行うものとする。ただし、社長及び理事長が補助金の交付の目的を達成するため必要があると認めるときは、概算払いをすることができる。

（補助金の請求）

第17条　補助金の交付を受けようとする補助事業者は、精算払請求書（別記様式第７号）又は概算払請求書（別記様式第８号）を提出しなければならない。

（交付決定の取消し）

第18条　社長及び理事長は、補助事業者が、補助金を他の用途へ使用し、その他補助事業に関して補助金の交付決定の内容又はこれに附した条件その他社長及び理事長の処分に違反したときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

２　前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用があるものとする。
３　第８条の規定は、第１項の規定による取消をした場合について準用する。
（補助金の返還）

第19条　社長及び理事長は、補助金の交付決定を取り消した場合において、補助事業の当該取消に係る部分に関し、すでに補助金が交付されているときは、期限を定めて、返還させなければならない。
２　社長及び理事長は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、すでにその額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。
（加算金及び延滞金）

第20条　補助事業者は、第18条第１項の規定又はこれに準ずる処分に関し、補助金の返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき年10.95パーセントの割合で計算した加算金をリソース及び支援センターに納付しなければならない。
２　補助事業者は、補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年10.95パーセントの割合で計算した延滞金をリソース及び支援センターに納付しなければならない。

（財産保管の義務および処分の制限）

第21条　補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産のうち、別表２に掲げるものは、同表に定める期間、社長及び理事長の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。
２　補助事業者は、補助事業により取得した財産等について、取得財産等管理台帳（別記様式第５号別紙２）を備え、その写しを社長及び理事長に提出するとともに、善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。
３　補助事業者は、第１項に定める期間を経過する以前に当該財産を処分しようとするときは、あらかじめ処分財産承認申請書（別記様式第９号）を社長及び理事長に提出し、その承認を受けなければならない。

４　社長及び理事長は、前項の承認をした補助事業者に対し、当該承認にかかる財産を処分したことにより収入があったときは、別表２に定める方法で算定した額をリソース及び支援センターに納付させることができる。
５　補助事業者が補助事業の成果を活用して実施する事業に使用するために取得財産（設備に限る。）を転用（財産の所有者の変更を伴わない目的外使用をいう。）する場合は、補助事業等の成果を活用して実施する事業に使用するための取得財産の処分申請書（様式第１０号）を社長及び理事長に提出し、その承認を受ければ、補助事業者は転用に係る前項の納付が免除される。
（補助金の経理）

第22条　補助事業者は、補助事業に係る経費の収支の状況を明らかにした帳簿を備え、当該帳簿及び証拠書類を、補助事業が完了した年度の翌年度から５年間保存しなければならない。
（立入検査）

第23条　社長及び理事長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、補助事業者に対して報告をさせ、又はリソース及び支援センター職員にその事務所、事業所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。

（成果の事業化等）

第24条　補助事業者は、補助事業の成果の事業化に努めなければならない。

２　補助事業者は、補助事業の完了した日の属する会計年度の終了後３年間、毎会計年度終了後30日以内に当該補助事業に係る過去１年間の事業化の状況について事業者ごとに報告書（別記様式第１１号）を提出するとともに、当該補助事業に関係する調査に協力しなければならない。ただし、補助対象事業によって、社長及び理事長が特に認める場合は、この限りでない。

（その他）

第25条　この要綱に定めるもののほか、補助金交付事業に関し、必要な事項は、社長及び理事長が別に定める。

附　則

この要綱は、平成２７年４月２４日から施行する。

　　この要綱は、平成２８年３月２２日から施行する。
この要綱は、平成２９年３月２１日から施行する。

この要綱は、平成３０年４月９日から施行する。
この要綱は、平成３１年４月１５日から施行する。

別表１
	補助対象者
	補助対象経費(※)
	補助率
	補助額
	補助期間

	
	経費

区分
	内容
	
	
	

	石川県又は福井県内に主たる事業所を有する者で構成された連携体のうち、以下(1)から(3)のすべてを満たす者

(1) 繊維産業を営む者

(2) 原則、中小企業者で構成された連携体（各県1者以上、合計３者以上）

(3) 運営規約、事務処理体制、経理体制が整備され実施主体として適当な者


	試作・開発費
	技術導入費、備品・原材料費、外注加工費、機械装置費、委託費、産業財産権取得費、その他社長及び理事長が特に必要と認める経費
	2/3
	予算の範囲内で交付
下限

1,000千円
	交付決定の日から交付決定の日の属する年度末まで

	
	販路開拓費
	技術導入費、旅費、会場借料、会場整備費、印刷製本費、通信運搬費、広告宣伝費、通訳・翻訳料、委託費、その他社長及び理事長が特に必要と認める経費

	
	
	


※ 補助対象経費にかかる留意事項
①旅費については下記の取扱いとする。

・運賃　　交通費の実費とする。

（国内旅費はグランクラス料金、グリーン料金及びのぞみ料金は対象外とする。）
・宿泊費　実費とする。（東京・大阪は10,900円を上限とし、その他は9,800円を上限とする。）

　・海外旅費については、商談会および展示会出展等を対象とする。（ただし、２名を限度。）
・日当、ガソリン代、タクシー代、レンタカー代は補助対象外とする。
　　　

②以下に掲げる経費については、補助対象外とする。
・交付決定日前に着手済みの事業に関する経費（見積発注、検収、納品、代金支払等）
・連携体の企業との取引に係る経費（機器の貸借費や加工費、物品の購入費等）
・補助事業者（自社、親会社、子会社、関連会社及び関係会社等）の利益相応額が含まれる調達
・生産を行うための直接的な経費（生産機械・備品購入費等）
・直接売上や利益につながる経費
・中古品の購入費
・保証金、敷金、保険料、還付制度のある海外付加価値税、公租公課（消費税及び地方消費税等）
・飲食費、接待費、交際費、遊興、娯楽に要する費用
・産業財産権等取得において、国際特許出願費、特許庁に納付する出願手数料、審査請求料、登録
料等
・その他、公的資金の使途として社会通念上、不適切と判断する経費

③補助対象事業経費が機械装置または工具・器具等の購入等に要する経費のみで構成されている事業は、補助対象外とする。
別表２

	財産の種類
	財産処分制限期間
	財産処分によりリソース及び支援センターに
納付する金額の算定方式

	原材料費

（原材料費により制作されたもの（試作品等）を含む。ただし、機械装置にかかるものを除く）
	補助事業が完了した日の属するリソース及び支援センターの会計年度の終了後５年間。
	「E＝（A-B）×D/C」

　A　当該財産処分をしたことにより得た収

入。ただし、目的外使用する場合の機械

装置・工具等については、「減価償却資

産の耐用年数等に関する省令」（昭和４

０年大蔵省令第15号）に基づき減価償

却した後の価格をもって処分したこと

により得た収入とみなす。

　B　補助事業の終了後に加えられた加工費、

処分のための撤去費用等の費用

　C　当該処分財産にかかる補助事業に要し

た経費

　D　Cに対する当該補助金の確定額

	機械装置
	補助事業が完了した日の属するリソース及び支援センターの会計年度の終了後５年間。

ただし、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40年大蔵省令第15号）に基づく耐用年数期間が５年以上の物は、その耐用年数期間。

（耐用年数期間が５年以上の機械装置等を購入した場合は、その耐用年数期間に応じ、関係書類を整備すること。）


	

	外注加工

（外注加工により制作されたものを含む。ただし、機械装置にかかるものを除く）
	補助事業が完了した日の属するリソース及び支援センターの会計年度の終了後５年間。
	

	産業財産権等
	補助事業が完了した日の属するリソース及び支援センターの会計年度の終了後５年間。
	


別記様式第１号（第５条関係）

番　　　　　号

年　　月　　日

株式会社繊維リソースいしかわ

　　代表取締役社長　　　　　　　様

　公益財団法人ふくい産業支援センター

　　理事長　　　　　　　　　　　様


　
所在地　　　　　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成　　年度　繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金事業計画書
　平成　　年度において、繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金の交付を受けたいので、繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金交付要綱の規定により関係書類を添えて申請します。

記

１　事業計画書　　　別紙１のとおり

２　役員の一覧表

３　全部事項証明書の現在事項証明書（またはこれに準ずるもの）

４　最近２カ年の決算書の写し

（貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書（直近２期分）（個人事業者の場合は税務申告書）
５　県税に未納がない旨の証明書

６　連携体に関する規約案等

７　その他の参考となる資料

※２から５については連携企業すべてについて提出すること

別紙１
繊維企業連携新素材開発等支援事業計画書
　（１）申請者（代表企業）及び連絡担当者

	１．申請者（代表企業）

	
	フリガナ：

名　　称：
 代表者名及び役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
 ＵＲＬ：

	
	設立日
	      年   　月    日

	２．連絡担当者

	
	連絡担当者名及び役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
 ＦＡＸ番号：
 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：



（２）その他連携企業及び連絡担当者

	１．連携企業①及び連絡担当者

	
	フリガナ：

名　　称：
 代表者名及び役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
 ＵＲＬ：

	
	設立日
	      年   　月    日

	２．連絡担当者

	
	連絡担当者名及び役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
 ＦＡＸ番号：
 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：


	１．連携企業②及び連絡担当者

	
	フリガナ：

名　　称：
 代表者名及び役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
 ＵＲＬ：

	
	設立日
	      年   　月    日

	２．連絡担当者

	
	連絡担当者名及び役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
 ＦＡＸ番号：
 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：


　（３）事業内容
	１．実施計画名



	２．背景・現状



	３．事業内容



	４．素材・製品の特徴

	
	(１)新規性



	
	(２)競合する素材・製品（競合に対する優位性）


	５．各企業の強み（固有の技術等）


	６．各企業が連携することによる相乗効果と課題


	７．需要開拓

	
	(１)市場ニーズ及び想定顧客



	
	(２)営業・広告手段（出展予定展示会等）



	
	(３)販売先


	８．事業目標



	９．地域経済、産業への貢献、波及効果等


	10．実施日程及び計画

　（開始予定）平成　年　月　日

　（完了予定）平成　年　月　日

実施内容

（素材開発点数及び売上計画についても記載すること）
（H  . ～ H  . ）

２年目（今後の展望）

（H  . ～ H  . ）

３年目（今後の展望）

（H  . ～ H  . ）




	11．事業実施体制


	12．補助金の交付を受けた実績及び当該年度の他の補助金への申請状況（予定を含む）




（４）本年度の経費明細表
	１．資金調達内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円）
区　　　　分

金　　　額

説　　　　　明

事業補助金

円

自己資金

円

借入金

円

その他

円

合計

円



	２．経費明細表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
区　　　分

事業費

（円）

補助対象経費

（円）

補助

希望額

（円）

経費の積算

添付

書類

経費区分

内　容

補助対象経費

試

作

・

開

発

費

小　計

販

路

開

拓

費

小　計

合　　　計

補助対象外経費

総合計




別記様式第２号（第７条関係）

番　　　　　号

年　　月　　日

株式会社繊維リソースいしかわ

　　代表取締役社長　　　　　　　様

　公益財団法人ふくい産業支援センター

　　理事長　　　　　　　　　　　様



　

所在地　　　　　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成　　年度　繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金交付申請書
　平成　　年度において、標記補助事業を下記のとおり実施したいので、補助金　　　　　円（うち、石川県分　　　　円、福井県分　　　　円）を交付されたく、繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金交付要綱の規定により関係書類を添えて申請します。

記

１　事業計画書（別記様式第１号別紙１）　　
２　役員の一覧表

３　連携体に関する規約案等

４　その他の参考となる資料

別記様式第３号（第９条関係）

番　　　　　号

年　　月　　日

株式会社繊維リソースいしかわ

　　代表取締役社長　　　　　　　様

　公益財団法人ふくい産業支援センター

　　理事長　　　　　　　　　　　様


所在地　　　　　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　変更　　　　 
平成　　年度　繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金　　 中止　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 廃止　　　　 
承認申請書

平成　　年　　月　　日付　　第　　　　号により補助金交付決定の通知があった標記補助事業を

変更

下記のとおり　中止　したいので、承認されたく、繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金交付要綱
廃止
の規定により申請します。

記

　　 変更

１　 中止　 の理由

　　　　　 廃止

　　 変更

２　 中止　 の内容　
　　 廃止

　　 変更

３　 中止　 に伴う経費の変更　　　　　　別紙のとおり

　　 廃止

別紙

経費の変更

                                                               （単位：円） 
	 経費
 区分
	 補助事業に
 要する経費
	 補助対象経費
	補助金申請額
	備考

	
	 変更前
	 変更後
	 変更前
	 変更後
	変更前
	変更後
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	 合　計
	
	
	
	
	
	
	


　（注１）変更を行おうとする事業区分についてのみ記載すること。
　（注２）各区分欄については、申請書の記載事項に準じて記載すること。
  （注３）経費の増減について、補助対象経費欄に積算内訳を記入すること（別紙を用いても差し支えない）。
　（注４）補助事業の内容変更のうち、補助対象経費の増減の場合には、補助事業の経費配分の変更の場合に準じてこの表を作成すること。
別記様式第４号（第10条関係）

番　　　　　号

年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  株式会社繊維リソースいしかわ

　　                                          　　　代表取締役社長　　　　　　 　 eq \o\ac(○,印)
　公益財団法人ふくい産業支援センター

　　理事長　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成　　年度　繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金交付決定通知書

　平成　　年　　月　　日付　　第　　　　号により申請のあった標記事業補助金について、下記のとおり交付することに決定したので、繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金交付要綱の規定により通知します。

記

１　補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額は次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合における補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額については、別に通知するところによるものとする。

　　　　　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　円

　　　　　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　補助金の額　　　　　　　　　　　　　　　円
（うち、石川県分　　　　　　　　円、福井県分　　　　　　　　円）
２　事業の内容

　　交付申請書のとおりとする。

３　交付に係る条件

（１）補助事業の内容の変更（事業期間の変更および事業費の20％以内の変更を除く。）又は補助事業に要する経費の変更（経費区分間の再配分においていずれか低い額の20％以内の変更を除く。）あるいは補助事業の中止又は廃止をする場合においては、社長及び理事長の承認を受けなければならない。

（２）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、すみやかに社長及び理事長に報告してその指示を受けなければならない。

（３）その他補助事業者は、繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金交付要綱に従わなければならない。
別記様式第５号（第14条関係）
番　　　　　号

年　　月　　日

株式会社繊維リソースいしかわ

　　代表取締役社長　　　　　　　様

　公益財団法人ふくい産業支援センター

　　理事長　　　　　　　　　　　様


所在地　　　　　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成　　年度　繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金実績報告書

　平成　　年　　月　　日付　　第　　　　号により補助金交付決定の通知があった標記補助事業を下記のとおり実施したので繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金交付要綱の規定により関係書類を添えて報告します。

記

１　事業実績

　　別紙１のとおり

２　取得財産等管理台帳

　　別紙２のとおり

３　経費明細表

　　別紙３のとおり
別紙１

事業実績

	１．実施内容



	２．実施結果及び成果



	３．今後の予定




別紙２

取得財産等管理台帳

	区 分
	財産名
	規 格
	単 位
	数 量
	単 価

（円）
	金 額

（円）
	取 得

年月日
	保 管

場 所
	備 考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）

１　連携体の企業（代表企業および連携企業）毎に作成し、提出すること。
２　財産名の区分　①原材料、②機械装置、③外注加工、④産業財産権等、⑤その他

３　取得年月日は、検収年月日を記載すること。

４　金額は、消費税および地方消費税を含む額を記載すること。
別紙３
経費明細表

	１．資金調達内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円）
区　　　　分

金　　　額

説　　　　　明

事業補助金

円

自己資金

円

借入金

円

その他

円

合計

円



	２．経費明細表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
区　　　分

事業費

（円）

補助対象経費

（円）

補助

希望額

（円）

経費の積算

添付

書類

経費区分

内　容

補助対象経費

試

作

・

開

発

費

小　計

販

路

開

拓

費

小　計

合　　　計

補助対象外経費

総合計




別記様式第６号（第15条関係）

番　　　　　号

年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  株式会社繊維リソースいしかわ

　　                                          　　　代表取締役社長　　　　　　 　  eq \o\ac(○,印)
　公益財団法人ふくい産業支援センター

　　理事長　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成　　年度　繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金額確定通知書

　平成　　年　　月　　日付　　第　　　　号により実績報告のあった標記事業補助金について、下記のとおり補助金の額を確定したので、繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金交付要綱の規定により通知します。

記

　　　　　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　円

　　　　　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　円

補助金確定額　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　（うち、石川県分　　　　　　　　円、福井県分　　　　　　　　円）
別記様式第７号（第17条関係）
番　　　　　号

年　　月　　日

株式会社繊維リソースいしかわ

　　代表取締役社長　　　　　　　様

　公益財団法人ふくい産業支援センター

　　理事長　　　　　　　　　　　様


所在地　　　　　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成　　年度　繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金精算払請求書

　平成　　年　　月　　日付　　第　　　　号により補助金の額の確定通知があった標記事業補助金として、下記金額が交付されるよう、繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金交付要綱の規定により請求します。

記

請求額　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円

うち石川県分　　 金　　　　　　　　円

福井県分　 　金　　　　　　　　円
内訳　　交付決定額　　　 金　　　　　　　　円                                
（振込先）

金融機関名　　 

預金種別　　　当座　・　普通

口座番号
口座名義人

別記様式第８号（第17条関係）

番　　　　　号

年　　月　　日

株式会社繊維リソースいしかわ

　　代表取締役社長　　　　　　　様

　公益財団法人ふくい産業支援センター

　　理事長　　　　　　　　　　　様

所在地　　　　　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成　　年度　繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金概算払請求書

　平成　　年　　月　　日付　　第　　　　号により補助金交付決定の通知があった標記事業補助金のうち下記金額を概算払で交付されるよう、繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金交付要綱の規定により請求します。

記

請求額　　　　　　　　    金　　　　　　　　円　　　　　　　　
内訳　　交付決定額　　 　金　　　　　　　　円　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　受領済額　 　 金　　　　　　　　円
うち石川県分　　 金　　　　　　　　円

福井県分　 　金　　　　　　　　円

　　　
　今回請求額       金　　　　　　　  円　
　うち石川県分　　 金  　　　　　　　円

福井県分　 　金　　　　　　　　円
残　　　額　　　金　　　　　　　  円　　　　　　　　
（振込先）

金融機関名　　 

預金種別　　　当座　・　普通

口座番号
口座名義人
別記様式第９号 （第21条関係）
番　　　　　号

年　　月　　日

株式会社繊維リソースいしかわ

　　代表取締役社長　　　　　　　様

　公益財団法人ふくい産業支援センター

　　理事長　　　　　　　　　　　様

所在地　　　　　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成　　年度　繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金に係る財産処分承認申請書

平成　　年　　月　　日付　　第　　　　号により補助金交付決定の通知があった繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金関し、下記の財産を処分したいので、繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金交付要綱の規定により承認を申請します。

記

１　取得財産名および取得年月日

２　取得価格および時価

３　処分の方法

４　処分の理由

５　処分により得る収入の見込み額および県への納付額

（注）

１　様式第４号別紙２の写しを添付すること。

２　処分にかかる費用の見積書を添付すること。

３　別表２に基づく算出根拠を添付すること。

別記様式第１０号 （第21条関係）
番　　　　　号

年　　月　　日

株式会社繊維リソースいしかわ

　　代表取締役社長　　　　　　　様

　公益財団法人ふくい産業支援センター

　　理事長　　　　　　　　　　　様

所在地　　　　　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成　　年度　繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金に係る

補助事業等の成果を活用して実施する事業に使用するための取得財産の処分申請書
　平成　　年度繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金により取得した財産を、下記のとおり処分したいので、繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金交付要綱の規定により、承認を申請します。
記
１　取得財産名および取得年月日

２　取得価格および時価

３　処分の方法

　　転用
４　処分の理由

　　補助事業等の成果を活用して実施する事業に転用するため。

５　誓約書
別紙
番　　　　　号

年　　月　　日

株式会社繊維リソースいしかわ

　　代表取締役社長　　　　　　　様

　公益財団法人ふくい産業支援センター

　　理事長　　　　　　　　　　　様

　　
誓　　約　　書
所在地　　　　　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
補助事業等の成果を活用して実施する事業に使用するための取得財産の処分申請書を提出するにあたり、下記事項を遵守することを誓約いたします。
　なお、これに違反しもしくは相違のあった場合には、当該申請に係る承認の無効、補助金の返納等の処置をとられても、一切の異議の申し立てをいたしません。
記
１　繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金により取得した財産は、当該補助事業等の成果を活用して実施する事業にのみ転用します。
２　繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金交付要領に定める期間中に当該財産を再度処分する場合には、再申請を行います。
別記様式第１１号（第24条関係）

番　　　　　号

年　　月　　日

株式会社繊維リソースいしかわ

　　代表取締役社長　　　　　　　様

　公益財団法人ふくい産業支援センター

　　理事長　　　　　　　　　　　様

所在地　　　　　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成　　年度　繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金事業化状況報告書

（事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　平成　　年　　月　　日付　　第　　　　号により補助金の額の確定通知があった標記事業補助金について、事業化の状況を報告いたします。

記

１　事業化の状況

　　別紙のとおり

２　事業化の内容

　　別紙のとおり

３　売上・収益状況

　　別紙のとおり

４　今後の見通し

　　別紙のとおり

別紙

事業化状況報告書

	１．事業者

	 フリガナ：

名　　称：
 代表者名及び役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
 ＵＲＬ：

	２．連絡担当者

	連絡担当者名及び役職名：
住　　所：〒
 電話番号：
 ＦＡＸ番号：
 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：


	１．事業化の状況

　　　継続中　／　一時中止　／　終了　（該当する項目に○をつけること）

	２．事業化の内容



	３．売上・収益状況

（１）事業者全体の売上高

　　　前々年度：　　　　　千円（うち、補助事業に係る売上高の占める割合　　　％）

　　　前年度　：　　　　　千円（うち、補助事業に係る売上高の占める割合　　　％）

（２）事業者全体の経常利益

前々年度：　　　　　千円

　　　前年度　：　　　　　千円



	４．今後の見通し




※上段に代表企業が主たる事業所を置く


県の支援機関を記載すること





取組内容�
実施時期（平成　年3月末まで）�
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※上段に代表企業が主たる事業所を置く


県の支援機関を記載すること





※上段に代表企業が主たる事業所を置く


県の支援機関を記載すること





※上段に代表企業が主たる事業所を置く


県の支援機関を記載すること





企業名　　　　　　　





※上段に代表企業が主たる事業所を置く


県の支援機関を記載すること





※上段に代表企業が主たる事業所を置く


県の支援機関を記載すること





※上段に代表企業が主たる事業所を置く


県の支援機関を記載すること





※上段に代表企業が主たる事業所を置く


県の支援機関を記載すること





※上段に代表企業が主たる事業所を置く


県の支援機関を記載すること





※上段に代表企業が主たる事業所を置く


県の支援機関を記載すること
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